
平成２１年２月２５日 

 

 生駒市議会議長 井 上 充 生  殿 

 

議会運営委員会委員長 中 谷 尚 敬   

 

委員会調査報告書 

 

当委員会で調査した事件の調査結果について、生駒市議会会議規則第１０７条

の規定により、下記のとおり報告します。 

記 

１ 派遣期間  平成２１年２月３日(火)～４日(水) 

 

２ 派遣場所  福岡県飯塚市及び福岡市 

 

３ 事  件  (1) 予算審査特別委員会について 

(2) 議会改革に向けた取組について 

 

４ 派遣委員  中谷尚敬 下村晴意、山田正弘、矢奥憲一、西口広信、 

小笹浩樹、角田晃一、谷村淳子、中浦新悟、井上充生、 

樋口清士 

 

５ 欠席委員   上原しのぶ 

 

６ 概  要   別紙のとおり
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議会運営委員会 閉会中継続調査 行政視察報告書 

● 平成２１年２月３日（火） 福岡県飯塚市議会 

○ 視察項目 予算審査特別委員会について 

       議会改革に向けた取組について(議会運営について) 

 

１ 飯塚市の概要について 

飯塚市は、福岡県のほぼ中央に位置しており、石炭産業の繁栄により、商業都

市として栄えたが、その衰退により、地域経済力も下降してきていた。しかしな

がら、地元大学などの学部、学科の増設を契機に、学園都市づくりを目標に、現

在、まちづくりが進められている。平成１８年３月に、前飯塚市と穂波町、筑穂

町、庄内町、頴田町が合併し、人口１３４,０７７人、世帯数５７,８８２世帯(平

成２０年４月１日現在)議員の現員数３４名(条例定数２２名)で構成されている。 

 

２ 予算審査特別委員会について 

 予算特別委員会の委員定数については、１５名とし、その選出については、資

料のとおり、会派構成２人につき、１人とする選出基準のもと、各会派、党派か

らそれぞれ最低１名選出されている。各会派、党派から選出することで、まず、

１３名の選出を確定し、残る２名の定数については、△印の会派間を調整の上、

選出しているとのことであった。 

 また、この予算審査特別委員会には、新年度の一般会計予算のみが付託されて

いる。ここで議会運営とあわせて注目すべき点は、現年度分と新年度の予算を含

む関係議案が一定例会の中で別に上程され、議会審議を分けられている点にあっ

た。当市議会では、委員会審査では分けているが、審査時期が同様となっている

が、飯塚市のように分けることで、新年度関係の予算関連議案と現年度分が分か

りやすくなるようになると考えられる。ただし、会期との関連で考えると、相当
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の早い時期に議会の招集が行われ、会期も概ね１カ月程度が必要になることから、

予算議案作成の時期などの兼ね合いも考慮しつつ、進める必要があると思われる。 

 予算特別委員会の設置時期は、会期の半ばで設置され、常任委員会、特別委員

会の順に委員会が開催されている。この際、予算特別委員会委員長から委員に対

し、原則として、事前(概ね一週間前に)委員会での質疑通告と資料の追加要求を

申し出られるように伝えられているとのことであった。 

 飯塚市議会内では、合併前の４町では、予算審査が常任委員会へ分割付託され

ていたこともあり、議員から常任委員会に付託してはどうかとの意見もあること

から、現在調査中とのことであった。 

 

問 予算審査特別委員会に委員外議員は出席されているのか。 

答 ほとんどない。 

 

問 新年度に関係する補正予算はどのように付託されるのか。 

答 補正予算については、どの所管分を内容としていても、総務委員会に付託し

ている。このことについては、議員から異論はあるが、議案を分割付託しない

ことを主に考えているためやむを得ないと考えている。 

 

問 通告はどのように求めているのか。 

答 最低でも費目と目までは通告していただいている。質疑の要旨については、

議員により、差があることも事実である。 

  

問 通告の重複についての対応はどのようにされているのか、 

答 通告順に質疑するが、内容によって、次順の議員がされない場合もある。 
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３ 議会改革に向けた取組について 

 議会改革については、議員報酬、費用弁償、政務調査費、政治倫理条例、議員

定数の５項目について説明を受けたが、まず、議員報酬の日割りについては、実

施されていないが、選挙時の就任月については、日割りとされているとのことで

あった。 

 また、費用弁償の実費支給については、本会議や委員会の会議出席について、

２８００円が支払われていたが、平成１９年６月定例会に議員提出議案の可決に

より見直され、公共交通機関の場合は、その料金、自家用車の使用の場合は、１

キロメートル３７円(国の基準)として、本人の申請により、支給することに改正

されている。これにより、平成１９年度予算から平成２０年度予算は、約２４０

万円減額されている。 

 次に、政務調査費についても、平成１９年６月定例会に改正され、月額５万円

の支給を４万円に引き下げられ、平成２０年度からは、予算全体で４０８万円が

減額されている。 

 次に政治倫理条例については、合併した後に平成１９年９月定例会において、

資産報告書等も含めた内容で、制定されている。 

 最後に、議員定数については、平成２０年６月定例会で、６名の削減を定めら

れ２８の定数とし、平成２３年度の選挙から施行される。このことにより、年額

５３００万円の削減となっている。 

 

問 政務調査費の使途基準は定められているのか。 

答 特に取り決めはしていないが、議員活動の経費に充てられることを前提とし

ている。備品購入への使用は控えていただいている。また、海外への視察は年

額の２分の１を超えないようにしている。 
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問 議員の職業構成はどうか。議員を専業とされているか。 

答 議員の３分の１くらいである。 
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● ２月４日（水） 福岡県福岡市議会 

○ 視察項目 議会運営について 

       議会改革に向けた取組について 

１ 福岡市の概要について 

 福岡市は、昭和４７年４月１日に政令指定都市となり、現在、面積３４０．９

６平方キロメートル、人口１，４０１，２７９人(平成２０年４月１日現在)で、

特徴として、産業別就労人口の約８１％が第三次産業となっている。また、都市

中心部の博多などは、行政、商業、交通の九州全体の中枢となっている。 

 

２ 予算審査特別委員会について 

 福岡市議会では、第１回定例会において、まず、現年度の関係議案を上程の上、

常任委員会審査を行い、先に本会議で表決に付されている。その後、新年度予算

関係議案を上程し、概ね７日間に渡る議案熟読のための休会日とし、その後、代

表質疑等を行った後、条例予算特別委員会を設置して、委員会に付託されている。 

 条例予算特別委員会は、概ね７日間かけて、実質審査を分科会方式で審査され、

また、予算と条例をともに常任委員会単位で審査されているため、条例と予算に

ついて、一体的な審査ができると考えられる。 

 また、常任委員会単位で実施される分科会は、同時開催されている。 

 

問 分科会が同時開催されることにより、各議員は所属していない分科会の審査

内容について、どのように知り得るのか。 

答 各分科会の内容については、分科会の質疑内容の記録を総会当日、議員に配

布している。 
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問 総会では、全議員の出席によるものか。また、どのように質疑されているの

か。 

答 総会は、全議員が出席し、通告よる質疑を一問一答の要領で実施している。 

 

問 予算の修正はされたことはあるか。また、その時期はいつか。 

答 修正案は提出されたことがあるが、可決された例はない。また、その提出時

期については、質疑等の通告の関係上、最終本会議までに提出願っている。 

 

 

３ 議会改革に向けた取組について 

 福岡市議会では、議会活性化推進会議を平成１７年７月に設置し、地方分権の

推進とともに、地方議会の役割の高まりの中で、議会の機能の強化とそれを補佐

する事務局機能の強化を目的に設置されている。 

 第一次の議会活性化推進会議の報告は平成１９年３月に取りまとめられたが、

第二次の議会活性化推進会議を平成１９年６月に改めて設置されている。 

 現在の議会活性化推進会議では、当市議会でも検討部会の協議を予定している

議会基本条例(仮称)の制定をはじめ、議決事件の拡大の他、委員会傍聴者への対

応の見直し、会議出席費用弁償の廃止を含めた見直しなど、協議事項に掲げられ

ている。 

 推進会議の委員の構成は、各会派等から１名としているが、座長、副座長を選

出している会派からは、２名の委員を選出されている。 

 また、第一次の議会活性化推進会議及び現在の議会活性化推進会議の結果につ

いては、資料のとおりの説明を受けた。 
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問 傍聴者に対する議案等の閲覧に供する書類を１０部と限定された理由はどう 

か。 

答 委員会については、傍聴席を１０席としているためで、本会議については、 

議案や報告書は相当の量があるため、この部数とし、特にこのことに意見等も 

ない。 

 

問 インターネット放映について、実施する認識で一致されているものの、細部

の調整を行うべきと報告されているが、どのような理由によるものか。 

答 一部の地方議会で、議会の会議がオープンになることを受けて、議長までが

一般質問されたり、できるはずのない量の質問項目を通告してみたりといった

パフォーマンスの事例があったため、「細部の調整を」と報告されているが、実

施にあたり、福岡市議会では、そういった混乱は生じていない。 

 


